














































前の日本経済を主導した綿紡績業はいかにしてその競争力を高めたのか（第 I 部）、第 2、
定期昇給制はいつ出現したのか（第 II 部）、第 3、戦前の労働組合の発言力はどうだった































戦前日本の繊維産業は、雇用で全製造業の 4、5 割、輸出で 5、6 割を占め、特に綿紡績
業は 1930 年代に世界の輸出市場のシェアでイギリスを追いこすなど、めざましい成果を
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と較べると、8%というのは随分低く思われるが、小池氏は「自主独立の労働組合の組織率
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く、というスタイルで終始貫かれている点である。ライバル仮説を明確にし、データや文
献から分かること、分からないこと、証拠があることと状況証拠しかないことをしゅん別
し、仮説の検証の強さの程度をはっきりさせる。このような科学的な手法を歴史分析に用
いることの新鮮さ、書き方の明確さは、後に続く研究者の手本となるだろう。」 
評者も、この点は同感である。ただ、少なくとももう一つ小池氏から学ぶべき大事な点
がある。それは、仮説以前の課題設定の確かさである。氏の問題意識の根底には常に、経
済や仕事で最も肝要なことは何か（ゲーテのファウスト流に言うなら「この世の奥の奥で
統べているものは何か」）という強烈なパッションがあり、それを実現するために必須なこ
とは何かという、一連の確かな課題選択のロジック、プロセスがある。 
例えば、本書第 II 部の定期昇給制に関する探求で、著者はまず、「定期昇給は査定つき、
ということを強調しておく」と述べ、年齢給的な自動定期昇給は問題の対象外だとしてい
る。なぜなら、現在の大半の日本企業で行われている定期昇給は査定つきであり、かつ技
能向上のインセンティブの仕組みという、より上位の目的意識に照らしてみるなら、査定
つきでないと意味がないからである。さらに、著者は、「生産労働者の賃金上半分層に、ど
れほど賃金上昇がみられるか、それが定期昇給の有無の判定基準となろう。10～20%の人
に 10%ほどの賃金上昇があっても、定期昇給ありとはしない。他方、下半分層に昇給が普
及しているのは、1880 年代の英からみてもごくふつうのこと、とみるほかない」（p. 134）
と言う。なぜ、ここまで具体的に「定期昇給」の意味を限定するのか。それは、熟練工の
かなりの割合に対して昇給がないと彼らの高品質への貢献が十分に期待できないからだ。
これまた、高品質は何によってもたらされたのかという強烈で明確な問題意識がまずあっ
て、そこから論理的に導かれた定義なのである。 
仮に、定期昇給を「ほぼ全員一斉の昇給」と定義しても、「科学的な手法」によってそ
の当否を明らかにすることはできるだろう。しかし、果たしてそのことにどれほどの研究
意義があるのか。戦中に賃金統制令という年齢給的な規制があったのは事実だが、小池氏
も指摘するように規制内容がそのまま実態であったとみなすのは危険だし、仮に戦時中そ
うした傾向が強かったとしても、戦後の「年功賃金」の実態は年齢給と同じではない。仮
に大部分が年齢給だったとするなら、そこから日本企業の高品質をどう説明するのか、無
理に無理を重ねて実態から遠ざかっていってしまうだろう。 
方法論の妥当性は優れた研究の必要条件だが、十分条件ではない。いかに課題設定が重
要か、小池氏の著作はそのこともわれわれに教えてくれる。 
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